



Rules to prohibit the adverse change in the case only defendant appealed
against the judgment declaring that the lawsuit was settled 


























 6 不利益変更禁止の原則 
 7 本件控訴審の措置 
 
1 事件の概要 
Ａは、本件建物を所有し、期間を平成 21 年 9 月 1
日から平成 23 年 8 月 31 日まで賃料月 3 万 2000 円
の約定で Y（被告・控訴人・上告人）に賃貸してい
たが（以下「本件賃貸借契約」という。）、平成 23
年 10 月 19 日、死亡した。X（原告・被控訴人・被
上告人）は、Ａの相続人であり、本件建物を相続し
た。 
 X は、本件賃貸借契約は平成 23 年 8 月 31 日に合
意解約ないし期間満了により終了した旨を主張し、
Y に対して所有権に基づく本件建物の明渡しと不法
行為に基づく月 3 万 2000 円の割合の賃料相当損害
金の支払を求める訴訟を東京地方裁判所に提起した。
その後、同裁判所は和解を勧告し、平成 25 年 5 月 8
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日の和解期日において、 
①X と Y は、本件賃貸借契約を合意解除し、Y は、
平成 25 年 10 月 31 日限りで本件建物を明け渡す。 
②X は、Y に対して立退料 220 万円を支払い、敷金
6 万 4000 円を返還するほか、平成 25 年 4 月 1 日か
ら同年 10月 31日までの賃料ないし賃料相当損害金
の支払義務を免除する。 














































































最高裁第一小法廷平成 27 年 11 月 30 日判決民集 69
巻 7 号 2154 頁 
原判決破棄、自判（控訴棄却） 
                                                     
















































































社・2016 年）141 頁以下、坂田宏「判批」法学教室 430
号（2016 年）145 頁、垣内秀介「判批」私法判例リマーク




巻』（有斐閣・1959 年）122 頁、141 頁、石川明『訴訟上
の和解の研究』（慶應通信・1966 年）24 頁、同『訴訟行為
の研究』（酒井書店・1971 年）6頁。 




上』（有信堂・1954 年）155 頁等。 
6 兼子一原著『条解民事訴訟法【第二版】』（弘文堂・2011
年）〔竹下守夫＝上原敏夫〕1475 頁、伊藤眞『民事訴訟法
【第四版補訂版】』（有斐閣・2014 年）463 頁等。 
7 宮脇幸彦「訴訟上の和解」 中田淳一＝三ヶ月章編 『民
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事訴訟法演習 1』 (有斐閣・1963 年) 231 頁、吉村徳重「訴
訟上の和解」三ヶ月ほか編『新版民事訴訟法演習 2』（有
斐閣・1983 年）65 頁等。 
8 最判昭和 33 年 6月 14 日民集 12 巻 9号 1492 頁等。法的
性質論は決定的な意味を持たないとする見解もある。新
堂・前掲注（3）372 頁。 
9 川嶋四郎『民事訴訟法』（日本評論社・2013 年）626 頁。 
10 大決昭和 6年 4月 22 日民集 10 巻 380 頁、最判昭和 33
年 6月 14 日民集 12 巻 9号 1492 頁参照。 
11 大判大正 14 年 4月 24 日民集 4巻 195 頁、最判昭和 31
年 3月 30 日民集 10 巻 3号 242 頁、最判昭和 38 年 2 月 21
日民集 17 巻 1 号 182 頁参照。 
12 大判昭和 10 年 9月 3日民集 14 巻 1886 頁、大判昭和 14
年 8月 12 日民集 18 巻 903 頁参照。 
13 大判昭和 7年 11 月 25 日民集 11 巻 2125 頁参照。 
14 川嶋・前掲注（9）637 頁。 






































                                                     
15 垣内・前掲注（2）117 頁。 




18 垣内・前掲注（2）115 頁。 
































                                                     
20 判タ・前掲注（1）102 頁。 
21 宇野聡「不利益変更禁止原則の機能と限界」民商 103

















































                                                     
24 最判昭和 35 年 3月 25 日集民 40 号 669 頁、最判昭和 60
年 12 月 17 日民集 39 巻 8号 1821 頁、最判平成 25 年 7月
12 日判時 2203 号 22 頁等。 
25 兼子一『条解民事訴訟法 3』（弘文堂・1952 年）235 頁、
秋山幹男ほか編『コンメンタール民事訴訟法Ⅵ』（日本評
論社・2014 年）214 頁。 






28 伊藤・前掲注（6）700 頁。 
29 高橋・前掲注（22）634 頁。 










































































































































                                                     
33 宗宮・前掲注（2）77 頁。 








































※本稿は、公益財団法人 大幸財団の平成 28 年度人文・
社会科学系学術研究助成による研究成果である。 
 
（原稿受理年月日 2016 年 9 月 30 日） 
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